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○大崎市移動支援事業実施要綱 

平成２７年４月１日 

告示第７８号 

改正 平成２７年１２月１８日告示第２０６号 

平成２８年３月２２日告示第６０号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律（平成１７年法律第１２３号）第７７条第１項の規定に基づ

き，屋外での移動に困難がある在宅の障害者及び障害児（以下「障害者

等」という。）の地域における自立生活及び社会参加を促進するため，

当該障害者等に対して外出のための支援を行う大崎市移動支援事業（以

下「事業」という。）の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

（事業実施主体等） 

第２条 事業の実施主体は，大崎市とする。 

２ 市長は，事業の一部を障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律施行規則（平成１８年厚生労働省令第１９号）第３４条

の７第２項に規定する指定居宅介護の事業を行う事業者（以下「事業者」

という。）に委託し，サービスを提供するものとする。 

（事業内容） 

第３条 事業は，次に掲げるものとし，障害者等に対し，個別的介助によ

る支援を行うものとする。 

（１） 公的行事への参加，生活必需品の買い物及び冠婚葬祭等への出

席等の社会生活上必要な外出時の移動支援 

（２） 外食，レジャー及びレクリエーション等の余暇活動等社会参加

のための外出時の移動支援 

２ 前項のサービスの提供は，１日の範囲内で外出を終えるものに限る。 
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（対象者） 

第４条 事業を利用できる者は，障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第１９条の規定に

より大崎市の介護給付費等の支援給付の対象となる障害者等で，次の各

号のいずれかに該当する者のうち，市長が外出時に支援が必要と認めた

ものとする。 

（１） 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４

項の規定により身体障害者手帳の交付を受けている者 

（２） 療養手帳制度要綱（昭和４８年厚生省発児第１５６号厚生事務

次官通知）に基づく療育手帳の交付を受けている者 

（３） 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第

１２３号）第４５条第２項の規定により精神保健福祉手帳の交付を受

けている者 

（４） 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第４条第２項に規定

する障害児 

（利用時間） 

第５条 事業の利用時間は，１月当たり，各月の暦の日数に１時間を乗じ

て得た時間を限度とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，対象者が次のいずれかに該当する場合で，

市長が必要と認めるときは，各月の暦の日数に２時間を乗じて得た時間

を限度とする。 

（１） 重度心身障害者又は重度心身障害児であって，利用時間が長時

間又は利用回数が多い場合 

（２） 行動障害等その他事由がある場合であって，利用時間が長時間

又は利用回数が多い場合 

（利用申請） 
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第６条 事業の利用を希望する者（以下「申請者」という。）は，移動支

援事業利用許可（更新）申請書（様式第１号）を市長に提出しなければ

ならない。 

（利用決定等） 

第７条 市長は，前条の規定により申請があった場合は，速やかにその内

容を審査し，利用の可否を決定し，移動支援事業利用承認（不承認）決

定通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は，前項の規定により利用を決定した者（以下「利用者」という。）

について，移動支援事業利用者台帳（様式第３号）に登録するものとす

る。 

（許可の有効期間及び更新） 

第８条 利用許可の有効期間は，支給決定を行った日から当該日が属する

月の末日までの期間に１月から１年の範囲内で月を単位として定める期

間を合算して得た期間とする。 

２ 前項の有効期間満了後も引き続き事業の利用を希望する利用者は，当

該有効期間満了の１月前までに更新の申請をしなければならない。 

３ 第６条の規定は，前項の更新の申請について準用する。 

（許可の変更及び廃止） 

第９条 利用者は，次の各号のいずれかに該当するときは，移動支援事業

変更（廃止）届（様式第４号）により，速やかに市長に届け出なければ

ならない。 

（１） 氏名，住所等に変更があったとき。 

（２） 事業の利用を廃止しようとするとき。 

（決定の取消し） 

第１０条 市長は，利用者が次の各号のいずれかに該当するときは，利用

の決定を取り消すことができる。 
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（１） 第４条の規定に該当しなくなったとき。 

（２） 不正又は偽りの申請により利用の許可を受けたとき。 

（３） その他利用を不適当と認めたとき。 

２ 市長は，前項の規定により利用の決定を取り消したときは，移動支援

事業利用登録取消通知書（様式第５号）により利用者に通知するものと

する。 

（利用の方法） 

第１１条 利用者は，事業を利用しようとするときは，事業者に移動支援

事業利用決定通知書を提示して契約のうえ，事業を利用するものとする。 

（費用） 

第１２条 第３条に規定する事業の費用の額は，次のとおりとする。 

（１） 身体介護を伴うサービス 障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準

該当福祉サービスに要する費用額の算定に関する基準（平成１８年厚

生労働省告示第５２３号。以下「算定基準」という。）別表介護給付

費等単位数表第１の１の項ロに掲げる各所要時間区分ごとに定める単

位数に１０円を乗じて得た額 

（２） 身体介護を伴わないサービス 算定基準別表介護給付費等単位

数表第１の１の項ニに掲げる各所要時間区分ごとに定める単位数に１

０円を乗じて得た額 

（利用料） 

第１３条 利用者は，利用料として前条に規定する費用の５パーセントを

事業者に支払うものとする。ただし，１円未満の端数が生じた場合は，

１円未満を切り上げるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず，市長は，利用者が次の各号のいずれかに該

当するときは利用料を無料とする。 
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（１） 利用者及びその配偶者（利用者が１８歳未満の場合は，保護者

の属する世帯全員）が市民税非課税であるとき。 

（２） 利用者が生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保

護者及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国

残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律

第３０号）による支援給付者であるとき。 

（委託料） 

第１４条 第２条第２項の規定による事業の委託料は，第１２条に規定す

る費用から前条に規定する利用料を減じた金額とする。 

２ 事業者は，サービスを提供した月の翌月１０日までに，前項の委託料

に係る請求書に当該月に係る移動支援事業実施報告書（様式第６号）を

添えて市長に提出しなければならない。 

（尊守事項） 

第１５条 事業者は，サービスの提供に際して，次の各号に掲げる事項を

尊守しなければならない。 

（１） 利用者に病状の急変が生じた場合，速やかに主治医等への連絡

を行う等の必要な処置を講じるとともに，利用者の家族のほか市長等

に速やかに連絡すること。 

（２） 利用者からの苦情に迅速，かつ，適正に対応すること。 

（３） 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え，証拠書類

を整備し，かつ，当該帳簿及び書類を事業完了後５年間保管しなけれ

ばならない。 

（４） 利用者の人格を尊重するとともに，正当な理由なく業務上知り

得た情報を漏らさないこと。 

（５） 必要に応じて利用者の健康状態の聴取を行い，その状態の把握

に努めること。 
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（その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は，別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は，平成２７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに，大崎市移動支援事業実施要綱（平

成１８年３月３１日制定）の規定によりなされた処分，手続その他の行

為は，それぞれこの告示の相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則（平成２７年１２月１８日告示第２０６号） 

この告示は，行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律（平成２５年法律第２７号）附則第１条第４号に掲げる規

定の施行の日から施行する。 

附 則（平成２８年３月２２日告示第６０号） 

この告示は，平成２８年４月１日から施行する。 


